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１．第１回、第２回の振り返り
２．検討会等で挙げられた課題
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第１回、第２回の振り返り

 第１回の本検討会では、直流送電に関する基本事項や技術動向のほか、日本の海
底環境の特徴について議論を行った。

 第２回の本検討会では、日本国内にて実績があるメーカーに対して、整備の実現に向
けた見通しや課題についてヒアリングを行った。

（参考）第１回と第２回の議論事項
 海底直流送電の導入に向けて（事務局）
 直流送電の基本事項（事務局）
 国内の海底直流送電による地域間連系（電発送変電NW）
 日本の海底環境の特徴（産総研）
 直流送電に関する技術動向（NEDO）
 関連メーカーへのヒアリング

• 三菱電機株式会社
• 東芝エネルギーシステムズ株式会社
• 株式会社日立製作所
• 古河電気工業株式会社
• 住友電気工業株式会社
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１．概要
２．長距離海底直流送電の整備に向けた課題整理
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長距離海底直流送電の整備に向けた課題

 これまでの本検討会での議論やヒアリング等を踏まえ、長距離海底直流送電の整備に
向けて、大きく分けて以下の５つの課題があると考えられる。
① 製造設備等への投資の必要性
② 海域の先行利用者との関係
③ 占用等に係る許認可
④ 技術開発の必要性
⑤ 整備事業者のファイナンス

 漁業協調の考え方については本日の議題として、海洋産業研究会へのヒアリングを通じ
て、さらに理解を深めていく。
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整備に向けた課題①：製造設備等への投資の必要性

 早期に長距離海底直流送電を整備するためには、国内での製造には、大規模な製造
設備や試験設備、大型の敷設船が必要である。

 特に試験設備や敷設船については、現在想定される国内案件の規模に対しては、実稼
働期間が限定的であるため、メーカーが個社毎に保有することは非効率となることが
想定される。

 メーカー各社からは、早期かつ効率的に整備するための対策の必要性が示された。
①前もった投資を判断するための長期見通しの提示
②設備投資に向けた支援措置
③試験設備や船舶等の共同利用、共同保有
④複数メーカーの設備の協調（マルチベンダー化）のための技術開発

第2回 長距離海底直流送電の整備に向けた検討会 資料5（2021年4月30日） 第2回本検討会 資料8
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（参考）欧州の市場規模
 今後も直流送電の整備が多く予定され、欧州メーカーは製造設備の増強が可能となる。

Western HVDC Link
（スコットランドウェールズ間）
・容量：2200MW
・海底ケーブル：385km

イギリス国内連系

HVDC Moyle
（スコットランド北アイルランド間）
・容量：500MW
・海底ケーブル：55km

HVDC Cross-Channel
（フランス間）
・容量：2000MW
・海底ケーブル：46km

イギリス国際連系

Nemo Link
（ベルギー間）
・容量：1000MW
・海底ケーブル：130km
BritNed
（オランダ間）
・容量：1000MW
・海底ケーブル：250km

North Sea Link
（イギリス間、2021年運用開始予定）
・容量：1400MW
・海底ケーブル：720km

ノルウェー国際連系

NorNed
（オランダ間）
・容量：700MW
・海底ケーブル：580km
Nord Link
（ドイツ間、2021年運用開始予定）
・容量：1400MW
・海底ケーブル：516km
Skagerrak
（デンマーク間）
・容量：1632MW
・海底ケーブル：127km

NorthConnect
（イギリス間、2022年運用開始予定）
・容量：1400MW
・海底ケーブル：650km

Viking link
（デンマーク間2024年運用開始予定）
・容量：1400MW
・海底ケーブル：630km

Prysmian

NKT

Nexans

住友電工 JD-Contractor

HitachiABBSiemens

GE
東芝

海底直流ケーブル 交直変換器等

※1 ABB及びNKTの合計
※2 ABB及びHitachiABB の合計

※2 

※1 

欧州案件の受注者

欧州において2000年以降に使用開始又は
建設中の海底直流送電による連系設備及び
洋上変換所の設備約40案件を調査

(計1万km超) (計35GW超)

洋上変換所の
建設が盛んな海域
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（参考）洋上変電所との連系

 北海を中心に整備が進んでいる洋上の変換所から陸上の連系においても、海底直流送
電が利用されており、今後も数多くの建設が進む。

https://www.gegridsolutions.com/products/applications/hvdc/hvdc-vsc-dolwin3-case-study-en-2018-11-grid-pea-0578.pdf
https://www.evwind.es/2020/11/18/high-voltage-on-the-high-seas-huge-north-sea-station-will-allow-germany-to-capture-more-wind-power/78187

陸上交直変換所洋上交直変換所

海底ケーブル

Dolwin3（運転開始済）
交直変換器等：
GE社 320kV 900MW

ケーブル等：
Prysmian社 約160km

洋上交直変換所内の
GE社の交直変換器

https://www.gegridsolutions.com/products/applications/hvdc/hvdc-vsc-dolwin3-case-study-en-2018-11-grid-pea-0578.pdf
https://www.evwind.es/2020/11/18/high-voltage-on-the-high-seas-huge-north-sea-station-will-allow-germany-to-capture-more-wind-power/78187
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（参考）国内市場規模
 日本では、洋上風力の導入規模に応じて、北海道から本州へのルートや四国から九州へ

のルートの海底直流送電の整備の可能性がある。
 加えて、将来的には浮体式洋上変電所の導入によって、洋上変電所から陸上の連系に

おいても、海底直流送電によって整備されることが期待される。

マスタープランの中間整理案
第9回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会 資料（2021年4月28日）
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（参考）海外との仕様等の違い
 海外と比較して、土地や輸送の制約のほか、日本固有の台風や地震等といった系統信

頼性を背景とした仕様等の違いがある。
 さらに、海外では洋上風力等の導入拡大に伴い、直流送電の案件数が多いため、製造

コストの低減が進んでいる。

第2回本検討会 資料4

第2回本検討会 資料5

第2回本検討会 資料6



第2回本検討会 資料6
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（参考）規格や輸送の制約
 海外メーカー製の日本への交直変換器の導入は、国内規格への対応や保守体制の構

築が必要となる。
 また、道路等の制約により、大型設備を分解して輸送する必要がある。

第2回本検討会 資料5



11

整備に向けた課題②：海域の先行利用者との関係

 海底直流送電の実現に向けては、海域の先行利用者との協調が必要となる。
 長距離となれば、関係する先行利用者が多くなることから、地域との合意形成が長期

化すると想定される。

第1回本検討会 資料6（2021年3月15日）
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（参考）漁業関係者協議の期間

 北本連系設備と阿南紀北連系設備では、約３～５年程度を要している。

第1回本検討会 資料6

第1回本検討会 資料6



（参考）事前の現地調査の必要性

 ケーブルの布設ルート選定や整備に要する費用の想定のため、揚陸部及び海底面の地
形や地質、周辺海域の漁業状況、障害物等についての現地調査が必要である。

 長距離となれば、調査が必要な海域等も多くなり、調査費用や所要時間が増大するこ
とが考えられる。

第1回本検討会 資料7

第1回本検討会 資料6
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整備に向けた課題③：占用等に係る許認可
 海底ケーブルによる占用の許可については、法令毎に、ケーブルの敷設海域・揚陸部等
の対象となる全ての自治体に対して行うことが定められており、敷設時の申請及び更新
手続き（1~5年毎）、占用料（数十円～数百円/m）の支払いが必要となる。

 早期の整備を実現する上では、占用許可の申請が必要となる自治体の数も多数とり、
また、長期的に安定供給を維持する観点からも、許認可の円滑化等が課題となる。

【占用許可の例】
海底ケーブル（一般海域）
国有財産法第18条第6項
海底ケーブル（港湾海域内）
港湾法第37条第4項
海底ケーブル（漁港区域内）
漁港漁場整備法第39条第1項
ケーブル揚陸部（一般公共海岸区域内）
海岸法第37条の4

第1回本検討会 資料6
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（参考）重要送電設備等の指定

 送電設備等の整備の円滑化のため、地域間連系線等を国が重要送電線等へ指定す
る規程が設けられている。

 地元合意の形成の促進や関係省庁における許認可手続の円滑化、アナウンスメント効
果等を目的とし、関係省庁との協議会や都道府県知事への意見照会を経て、経済産
業大臣が指定する。

〇指定までの流れ
①送電設備設置者より指定申請
②地元都道府県知事に意見照会

関係省庁との協議連絡
③重要送電設備等の指定

指定後は官報やHPにより公表
（指定期間は当該設備の使用開始まで）

〇指定による効果
当該送電設備等の整備円滑化
※各省庁の所管する関係法令等の

手続きが省略されるものではない

経済産業大臣

送電設備設置者

関係省庁協議連絡会 地元都道府県知事

②意見照会②協議連絡

①申請 ④指定

③回答
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整備に向けた課題④：技術開発の必要性
 交直変換器やケーブルについては、

①日本特有の急峻な海底地形への対応
②浮体式洋上風力の導入を見越した洋上変電設備の開発
③複数地点の洋上風力や既存系統を効率的に結ぶ多用途多端子化
④高効率化
⑤ケーブルの長尺化、交直変換器の大電圧・大容量化
等の技術開発要素が挙げられる。

 また、現在NEDOを通じて行っている多用途多端子直流送電や大水深対応ケーブル
の技術開発を継続して進め、効率的な設備形成を後押しすることが重要である。

第1回本検討会 資料8 第1回本検討会 資料8
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（参考）研究開発の状況

 NEDOを通じた技術開発のほか、各社で独自に技術開発を進めている。

第2回本検討会 資料4
第2回本検討会 資料7

第2回本検討会 資料6
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整備に向けた課題⑤：整備事業者のファイナンス

 海底直流送電の整備に必要な費用は1兆円超となる可能性があり、１社でその整備
を担うことは容易でない。

 早期の整備に向け、公的ファイナンス等による後押しが必要となる可能性がある。

第9回 広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会 資料（2021年4月28日）

（参考）費用の試算
電力広域機関の試算では、400万kW・900kmの場合 約0.8～1.2兆円 となる



 現地調査費用

使用

 費用回収の開始
（全国調整スキーム等）
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（参考）整備費用と全国調整スキームの関係

 地域間連系線等の増強費用を全国で負担する仕組みとして、再エネ特措法上の賦課
金方式や全国託送方式等による全国調整スキームを整備した。

 一方で、全国調整スキームによって、実際の増強に要する費用の回収が始まるのは、
設備の使用開始後となるため、初期投資分の資金は別途必要となる。

事前調査等 建設

メーカー製造

メーカー発注 使用開始

 発注に伴う出費

（参考）整備事業者の動き

時間差が存在
※その費用の負担について全国調整スキームの適用が確定しているわけではない点に留意が必要である。
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（参考）欧州における助成等の例

 欧州においては、重要インフラの整備を支援し、促進するための措置としてConnecting
Europe Facilityを設立している。

 海底直流送電プロジェクトに対しては、海底調査や、許可及び同意の取得、技術仕様
の決定等の建設を開始するためのプロセスへの助成事例が存在する。

（参考）Vikink Linkに対するCEF助成

• 英国とデンマークを結ぶViking Linkに対して
は、調査等の事業に要する費用約40億円
の50%を上限として助成

• 海底の調査により、不発弾リスクがあることが
判明したため、さらに追加で2回、最大約7億
円の助成を実施

 Viking Link Final Project Development
https://ec.europa.eu/inea/en/connecting-europe-facility/cef-energy/1.14-0015-ukdk-s-m-16

 Viking Link Unexploded Ordnance Risk Mitigation Stage 1
https://ec.europa.eu/inea/en/connecting-europe-facility/cef-energy/1.14-0002-ukdk-s-m-17
 Viking Link Unexploded Ordnance Risk Mitigation Stage 2
https://ec.europa.eu/inea/en/connecting-europe-facility/cef-energy/1.14-0025-dkuk-s-m-18
その他の電力インフラに対するCEF助成の一覧
https://ec.europa.eu/inea/en/connecting-europe-facility/cef-energy/projects-by-sector/electricity

https://ec.europa.eu/inea/sites/default/files/1.14-0015-ukdk-s-m-16_0.pdf

https://ec.europa.eu/inea/en/connecting-europe-facility/cef-energy/1.14-0015-ukdk-s-m-16
https://ec.europa.eu/inea/en/connecting-europe-facility/cef-energy/1.14-0002-ukdk-s-m-17
https://ec.europa.eu/inea/en/connecting-europe-facility/cef-energy/1.14-0025-dkuk-s-m-18
https://ec.europa.eu/inea/en/connecting-europe-facility/cef-energy/projects-by-sector/electricity
https://ec.europa.eu/inea/sites/default/files/1.14-0015-ukdk-s-m-16_0.pdf
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（参考）ファイナンスの組成
 １社での資金調達や整備完工が難しい場合、特定目的会社（SPC）を設立し、整

備を担うことが考えられる。
 一般的な大規模インフラ事業におけるファイナンスの組成では、以下のようにコーポレート

ローンやプロジェクトファイナンスを活用し、資金を調達することが考えられる。

個社が資金調達者の場合 JVやSPCが資金調達者の場合
① 貸主 社債市場

自己資本および親子ローン

親会社が自社の信用力に依拠して資
金調達を行う

多額のコーポレート・ローンにより、他事
業に充てられる融資分が減少する可能
性がある

SPC

コーポレートローンもしくは社債

A社 B社 C社

②

資金調達主体はSPCであり、親会社の
信用力や社債等に影響を受けない

資金調達を円滑に行うため、プロジェクト
のキャッシュフローの確実性を高める必要
がある

自己資本

優先債貸主 劣後債貸主

SPC

A社 B社 C社③

資金調達主体はSPCであるが、親会社
の信用力に依拠する

多額のコーポレート・ローンにより、他事
業に充てられる融資分が減少する可能
性がある

自己資本および
保証

SPC

コーポレートローン
メザニン

A社 B社 C社

優先債貸主 劣後債貸主

（例）

プロジェクトファイナンス
メザニン
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